
重点番号 39：都道府県等食品衛生監視指導計画の計画期間の見直し・食品

衛生監視指導計画の弾力化及び毎年度の策定を不要とし策定後の国への報

告を省略可能とすること（京都市） 

都道府県等食品衛生監視指導計画の計画期間の見直し 

令和４年７月 京都市

１ 現状

〇 食品衛生監視指導計画は、食品衛生法に基づく都道府県等食品衛生監視指導計画

等に関する命令第１条第１項に基づき、毎年度の開始前までに計画策定のうえ、厚

生労働大臣及び消費者庁長官に提出しなければならず、計画の策定に当たっては、 
審議会での素案の審議や、案に対する市民意見募集（パブリックコメント）などを

実施する必要があり、前年度の計画期間中から作業を行っている。

〇 同命令第２条に基づき、食品衛生監視指導結果の概要を翌年度の６月 30 日まで 
に公表しなければならない。

＜都道府県等食品衛生監視指導計画とは＞ 京都市版 

〇 食品衛生に関する監視指導において、地域の実情等を踏まえた監視指導の実施の

ため、食品衛生法第 24 条において策定が義務づけられたもの。京都市食品衛生監 
視指導計画は、市民や観光旅行者の食の安全安心を確保するため、「食の安全性が確

保され、安心して食生活を営むことができる京のまち」を目指し、主に下記事項に

ついて定めている。

① 重点的に監視指導を実施すべき項目に関する事項

・当該地域の食品の生産、流通、製造・加工の状況、食品衛生上の問題の発生状況

を踏まえて策定する重点監視指導項目

・重点監視指導項目を踏まえた、営業施設への年間立入検査計画

② 食品等事業者に対する自主的な衛生管理の実施に係る指導に関する事項

・製造者やと畜業者等に対して行う講習会の開催

③ 監視指導の実施に当たっての国、他の都道府県等その他関係機関との連携協力の

確保に関する事項

・国及び近隣都道府県等との違反食品に係る検査結果等の情報交換

④ その他監視指導の実施のために必要な事項

・食品衛生監視員及びと畜検査員の配置、研修計画等

※実際の本市の監視指導等業務は別紙１参照

＜関係法令＞

〇 食品衛生法第 24 条第１項 
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〇 食品衛生法に基づく都道府県等食品衛生監視指導計画等に関する命令（平成 21 
年８月 28 日内閣府・厚生労働省第７号：最終改正・令和３年５月 31 日内閣府厚生 
労働省令第４号）第１条第１項

２ 課題 

① 毎年度、計画を策定しなければならず、当年度の計画を遂行することなく、翌度

の計画へ向けた見直しが必要となるため、施策効果の検証や地域の実情を勘案する

時間を十分に確保することができない。

② 計画策定から食品衛生監視指導結果を作成するまでに１年間しかなく、業務負担

が過大なものとなっており、食品衛生監視指導計画で定めている食品衛生業務に注

力する時間が削がれている。

③ 市民意見募集（パブリックコメント）を実施するに当たり、関係者への周知、広

報及び意見に対する回答の作成など労力を要するが、計画内容に目立った項目がな

いと、市民等から寄せられる意見も少なくなり、計画内容の変化が乏しく結果的に

型どおりになりやすい。

④ 食品衛生監視指導計画策定に当たっては、京都市食の安全安心推進審議会におい

て議論しており、各委員の日程調整に苦慮しているとともに、運営費及び資料作成

に毎年度、コストが発生している。

※審議会は年２回開催しており、上記③④に約５箇月間の期間を要している。

※食品衛生監視指導計画策定までのスケジュールは別紙２参照（令和４年度京都

市食品衛生監視指導計画から抜粋）

３ 解決策（提案） 

計画期間について、各地方の自主的な判断に委ねるよう見直しを求める。

なお、本市では、京都市食品等の安全性及び安心な食生活の確保に関する条例に

基づき、「京都市食の安心安全推進計画」（以下、「推進計画」という。）の策定を５

年単位で行っているため、推進計画の策定期間に合わせ、計画期間として５年を想

定している。また、食を取り巻く環境が変化した場合などに、食品衛生指導計画の

内容の見直しや期間の変更など、柔軟に対応できるようにすること。

※なお、食品衛生指導計画と推進計画は、趣旨や目的が重複している部分が多数

あるため、本市では統合を検討している。

４ 効果 

① 施策効果の検証や、監視指導を行う現場の職員から意見を聴取できる時間を十

分に確保することが可能になるとともに、より実効性の伴う食品衛生監視指導計

画策定が期待される。

② 計画策定を数年毎にすることにより、業務負担が軽減し、各自治体の担当者が実

際の監視指導や食品衛生監視指導計画内で定めている他の食品衛生業務に注力す

る時間の確保が可能になる。

③ 食品衛生監視指導計画の策定に伴い開催している、京都市食の安全安心推進審

議会の運営費や資料作成費の削減にもつながる。
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別紙２ 
 

食品衛生監視指導計画策定までのスケジュール（京都市） 

 
 
８月中旬～下旬 
京都市医療衛生センター及び京都市衛生環境研究所に対し、次年度食品衛生監視指導

計画の策定についての課題等を照会。 
 
１１月中旬～１２月上旬 
次年度食品衛生監視指導計画についての素案を作成。 
 
１２月中旬 
京都市食の安全安心推進審議会（以下、「審議会」という。）を開催し、審議会委員に

次年度食品衛生監視指導計画についての素案を提示。意見を求め、意見をもとに素案

を修正。 
 
１月下旬～２月下旬 
市民意見募集（パブリックコメント）を実施する。 
 
３月中旬 
市民意見募集（パブリックコメント）の集約及び回答作成。 
次年度度食品衛生監視指導計画を策定し、国へ報告。 
 
＜参考＞ 
食品衛生法に基づく都道府県等食品衛生監視指導計画に関する命令第２条に基づ

き、前年度の食品衛生監視指導結果を６月３０日までに取りまとめ公表しなければな

らないとされている。 
 
５月中旬～６月中旬 
食品衛生監視指導結果についてとりまとめ、素案を作成。 
 
６月下旬 
審議会を開催し、審議会委員に前年度食品衛生監視指導結果についての素案を提示。

意見を求め、意見をもとに素案を修正。 
 
６月末 
食品衛生監視指導結果について公表。 
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